
 

１ 部活動外部指導者派遣事業・部活動顧問派遣事業の目的 

 

（１） 事業の目的 

  ○ 部活動外部指導者派遣事業 

    部活動の一層の充実を図るため、部活動外部指導者を学校へ派遣し、部活動の 

  専門的技術指導を行う。 

 

  ○ 部活動顧問派遣事業 

    名古屋市立中学校に部活動顧問を派遣することにより、部活動の充実を、活性 

  化を図る。 

 

（２） 派遣事業の経緯 

 外部指導者派遣事業（Ｓ６１～） 

  ①事業開始（Ｓ６１～、中学校の柔道・剣道） 

  教員顧問の技術的補助（学級数の減少→形式だけの教員顧問→指導の専門性に問題） 

   ②中学校・高等学校の全部活動に拡大（Ｈ２～） 

③小学校に拡大（Ｈ５～） 

  顧問派遣事業（中学校・Ｈ１６～） 

  ①外部顧問のみによる単独指導ができる制度として開始 

②小学校に拡大（Ｈ２６～） 

 

（３）身分取り扱いと役割 

 外部指導者 外部顧問 

身分取扱 学校協力者 非常勤特別職（市教委委嘱） 

謝金・報酬 謝金  小：２，７００円／回 

    中：３，６００円／回 

報酬  中：４８，０００円／月 

    小：３６，０００円／月 

位置付け 教員の指導補助【単独指導不可】 教員に替わって指導【単独指導可】 

役  割 

 

教員の指導方針に沿った専門的

な技術指導の補助 

学校の指導方針に沿った部活動指

導全般、大会の引率・指導・監督 

 

（４） 指導の内容 

 ①技術指導 ②下校時刻・方法 ③活動場所  ④部室・更衣室の使い方  

 ⑤服装   ⑥持ち物     ⑦安全な活動 ⑧予定等の連絡 

 ※ 怪我の情報は、家庭と学校が共有する。【特に頭部外傷（脳しんとう等）】 

 ※ 熱中症等についても十分配慮する（活動時間帯） 

 

（５） 連携 

部活動運営委員会・部活動保護者会 

 教 職 員 会 

 

教員顧問  連絡調整担当 

 

学校の運営方針を理解した上で、部活動の指導を実施 
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  資料１ 



名古屋市教育委員会 
 

部活動外部指導者派遣事業(Ｓ６１～)     部活動顧問派遣事業(H16～) 
                                     ※小学校（H26～） 

  

 部活動をさらに充実・活性化していきた  
 い。  

  部活動を創部したり、継続して実施した
り、地域と連携して運営していきたい。  

  派遣の条件  派遣終了までに次のような環境の整
備に努める。  
中学校：部活動が継続して実施でき
るような体制づくりに努める。 
小学校：地域と連携した運営体制づ
くりに努める。  

   従来型の部活動外部指導者派遣   

 
   

 部の状況に応じて必要な回数を派遣  
 する。  

 性  格   部活動を実施するための臨時的・緊  
 急的な措置。  
 一年を単位として、継続して３年以  
 内を原則として派遣  

 部の担当教員の指導の補助を行う。   位置づけ   教員に代わって、委嘱された種目の  
 指導を学校の方針・計画にそって行  
 う。  

 専門的技術能力を有し、校長が適格  
 と認める者  

 対 象 者   部活動指導の経験を有し、各校の部  
 活動運営委員会の推薦を受けた者の  
 中で、校長が適格と認めた者  

 名古屋市立小・中・高等学校   派遣対象   名古屋市立中学校  

 部には教員の顧問（指導者）をおく。  教員の関  
 わり  

 部には教員の顧問は必要としない  
 が、派遣顧問との連絡調整の担当者  
 をおく。  

 小学校…1回1.5時間程度  
  （運動24回、生産・文化24回）  
 中学校…1回2時間程度  
  （運動70回、生産・文化29回）  
 高 校…1回2時間程度  
  （全日制335回、定時制88回） 

※回数は、派遣回数の上限 

 派遣内容   月単位で、一年を通じて必要な期間 

 ※月の勤務時間 

   中学校：２０時間 

   小学校：１５時間  

 小学校…１回あたり２，７００円  
 中・高…１回あたり３，６００円  

 謝 礼 等  
 （交通費を含む）  

 １ヶ月あたり 

中学校:48,000円、小学校:36,000円  
  小学校…運動68名、生産文化52名  

中学校…運動182名 生産文化72名  
全日制高校…運動90名 生産文化135名  
定時制高校…運動50回 生産文化38名  

 派 遣 数 

(申請数)  

 H16:17名、H17:32名、H18～H22:48名  
H23,24:49名､H25:50名（途中で委嘱者を

交代）H26～:中学校96名､小学校8名  

 ①教員指導者の指導方針にそって、  
  専門的な技術指導の補助をする。  
 ②種目によって、校長の承認を得て  
  大会の外部コーチが可。  

 業務内容   学校長の命を受け、次の業務を行う。
 ①学校の指導方針、指導計画にそっ  
  た部活動指導全般  
 ②大会時の引率・指導、監督業務。  

 教員の指導力向上に努める。   派遣期間  
 中の学校  
 の対応  

 各校の部活動運営委員会で活動状況  
 の報告及び意見交換し、該当運動種  
 目の環境整備の道を探る。  

 



部活動外部指導者派遣・部活動顧問派遣比較表     

  部活動外部指導者派遣   部活動顧問派遣  

 身 分 取 扱   学校協力者   非常勤特別職  

 指導の謝礼   謝金   報酬  

 通 勤 費 用   支給しない   支給しない  

 公務災害補償   保険で、指導中の災害補償、移動  
 途上の事故対応  

 労働者災害補償保険法適用  

 休 業 補 償   なし   労働者災害補償保険法の適用を受  
 ける非常勤の職員の休業補償に関  
 する規則適用  

 委 嘱 行 為   委嘱行為なし   委嘱行為あり  

 身分上の定め   決裁   就業規程  

 派遣校の決定   学校からの部活動外部指導者派遣  
 申請書による。  

 学校からの申請に基づき教育委員  
 会で審査し派遣校を決定する。  

 外部指導者研  
 修会  

 参加を原則とする。   参加を義務とする。  

 適格の判断   校長等の面接による。   各校の部活動運営委員会の承認及  
 び校長の面談により判断する。  

 委嘱・選任   教育委員会の事業決定に基づき校  
 長が選任する。  

 校長の内申により、教育委員会が  
 委嘱する。  

 大会等への参加旅費   支給しない   旅費条例に基づいて支給  

《提出書類関係》   

 ①派遣申請書   あり   あり  
 ②任用関係   選任承諾書（学校保管）  

 実施計画書（写）  
 委嘱依頼書  
 該当部活動指導方針  

 ③通勤関係   移動経路届（学校保管）   通勤届（原本）  
 ④健康診断書   あり（写）   あり（原本）  
 ⑤指導経歴書   あり（写）   あり（原本）  
 ⑥口座振替書   あり（原本）   あり（原本）  
 ⑦月毎の報告   指導認定整理簿兼実績報告書  

             （原本）

 学校外活動届（原本）  
 指導実績及び指導計画報告書（写）

 ⑧結果報告書   派遣終了後（１０日以内）に提出   状況報告書（10月）、結果報告書  
 （２月）を提出  

 
 



名古屋市部活動顧問派遣事業実施基準 

 

（目的） 

第 1 条 この基準は、名古屋市立小中学校に部活動顧問（以下「顧問」という。）を派

遣することにより、部活動の充実、活性化を図ること及び地域との連携による部活動

の充実を図ることを目的とする。 

 

（派遣対象校） 

第 2 条 顧問は、次の各号に掲げる小中学校に派遣するものとする。 
 (1) 部活動を指導する教員指導者が不足することにより、部活動を継続できず、又は

創部できない中学校 

  (2) 校内事情等により部活動の指導が非常に困難な中学校 
  (3) 地域との連携による部の運営を図る小学校 

 

（職務） 

第 3 条 顧問は、派遣される小中学校の部活動の指導方針、指導計画のもとに、次の職 

務を行う。 

 (1) 部活動の指導 

  (2) 大会、練習試合にかかる児童生徒の引率及び監督等 

 

（派遣期間） 

第 4 条 顧問の派遣は、年度を単位とする。 
 2  顧問を派遣した翌年度において、当該部活動を継続するため引き続き顧問を派遣 

する必要がある場合においては、当該翌年度においても顧問を派遣することができ 

る。ただし、顧問の派遣は原則として継続して 3 年を超えることができないもの と

する。 

 

（小中学校の責務） 

第 5 条 顧問の派遣を受けた小中学校は、次の環境整備を図るよう努めるものとする。 

 (1) 部活動指導の環境整備 

 (2) 地域と協力したスポーツ、生産・文化活動にかかる環境整備 

 

（派遣申請） 

第 6 条  顧問の派遣を受けようとする校長は、部活動顧問派遣申請書（様式 1）によ り、

教育委員会（以下「委員会」という。）に申し出るものとする。 

 

（派遣決定） 

第 7 条 委員会は、部活動顧問派遣申請書の提出を受けた場合において、顧問を派遣 す

る必要があると認めるときは、予算の範囲内で顧問の派遣を決定し、当該小中学校に

通知するものとする。 



 

（派遣手続） 

第 8 条 前条の規定により通知を受けた校長は、次の資料を委員会に提出するものと 

する。 

 (1) 部活動顧問委嘱依頼書（様式 2） 

 (2) 部活動指導方針 

  (3) 通勤届（様式 3） 

 (4) 健康診断書 

  (5) 指導経歴書（様式 4） 

  (6) 口座振替申込書 

 

（報告） 

第 9 条 顧問の派遣を受けた校長は、名古屋市部活動顧問就業規程（平成 16 年 3 月 31
日教育長決裁）第 3 条第 1 項第 2 号に定める部活動運営委員会に、当該顧問が指導す

る部活動の活動状況を報告するとともに、第 5 条の環境整備について協議し、その結

果を委員会に報告するものとする。 

 

（連絡調整担当者） 

第 10 条 顧問が小中学校の部活動の方針のもとに、円滑に部活動指導を実施できるよ 

うにするため、顧問の派遣を受けた小中学校に連絡調整担当者をおく。 

 

（その他） 

第 11 条 この基準の実施に関し必要な事項は、生涯学習部長が定める。 

 

  附 則 

 この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から実施する。 
 

附 則 

 この基準は、平成 18 年 6 月 1 日から実施する。 
 
  附 則 

 この基準は、平成 26 年 4 月 1 日から実施する。 

 

 

 

 
 
 
 
 



名古屋市部活動顧問就業規程 

 

（目的） 

第 1 条 この規程は、部活動顧問（以下「顧問」という。）の委嘱及び報酬、勤務時間

その他の勤務条件等に関し必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（職務） 

第 2 条 顧問は、名古屋市部活動顧問派遣事業実施基準（平成 16 年 3 月 31 日教育長決

裁）第 3 条に規定する職務を行う。 

 

（委嘱） 

第 3 条 顧問は、次の各号に掲げる要件のすべてに該当する者で、顧問としての適格性

を有すると校長が認めるものについて、校長の内申により教育委員会（以下「委員会」

という。）が委嘱する。 

 (1) 学校の部活動の指導経験のある者又は小学校においては地域での指導経験がある

者 

 (2) 各学校ごとに組織する部活動運営委員会の承認する者 

 (3) 20 歳以上の者 

 

（委嘱期間） 

第 4 条 顧問の委嘱期間は、原則として委嘱日から当該年度の末日までの期間において

月を単位として必要な期間とする。 

 

（身分） 

第 5 条 顧問は、名古屋市職員定数条例（昭和 49 年名古屋市条例第 21 号）に掲げる職

員以外の職員とし、その身分は特別職とする。 

 

（服務） 

第 6 条 顧問は、その職務を遂行するにあたり、校長の指揮監督を受け、その職務上の

命令に従わなければならない。 

 2  顧問は、その職の信用を傷つけるような行為をしてはならない。 

 3 顧問は、法令に特別の定めがある場合又は委員会の許可があった場合を除き、職務

上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後もまた同様とする。 

 

（勤務時間等） 

第 7 条 顧問の勤務時間は、1 月に小学校にあっては 15 時間、中学校にあっては 20 時

間とする。 

 2 顧問の勤務日及び勤務時間の割り振りは、次の通りとする。 

(1) 勤務日 
小学校 1 月 15 日以内においてあらかじめ校長が定める。 



中学校 1 月 20 日以内においてあらかじめ校長が定める。 
  (2) 勤務時間の割り振り 

午前 9 時から午後 6 時までの間においてあらかじめ校長が定める。 

 
（報酬の額） 

第 8 条 顧問の報酬月額は、名古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（平

成 15 年名古屋市条例第 14 号。以下「条例」という。）別表第 3 に規定する額とする。 

 2 顧問が死亡したときは、その月分までの報酬を支給する。 

 3 前項に規定する場合を除き、月の末日以外の日に顧問を解嘱された場合及び月の初

日以外の日に顧問を委嘱された場合において、当該月の勤務時間数が、小学校にあっ

ては 15 時間、中学校にあっては 20 時間に満たないときにおける報酬の支給額は、小

学校にあっては 15、中学校にあっては 20 で除した額にその月の勤務時間数を乗じて

得た額とする。 

 

（報酬の減額） 

第 9 条 顧問が勤務しないときは、その勤務しない 1 時間につき、報酬の月額を、小学

校にあっては 15、中学校にあっては 20 で除した額（それぞれ 100 円未満は切り捨て

る。）を報酬の月額から減額する。 

 

（報酬の支給日） 

第 10 条 顧問の報酬の支給日は、条例第 6 条第 1 項第 2 号の規定に基づき、翌月の 17
日とする。 

 

（費用弁償） 

第 11 条 顧問には、条例第 7 条及び別表第 3 の規定に基づき旅費を支給する。 

 

（公務災害補償等） 

第 12 条 顧問には、労働者災害補償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）及び労働者災害補

償保険法の適用を受ける非常勤の職員の休業補償に関する規則（平成 10 年名古屋市規

則第 59 号）を適用する。 

 

（解嘱） 

第 13 条 顧問が次の各号のいずれかに該当する場合は、解嘱する。 

 (1) 心身の故障によりその職務に耐えないとき 

 (2) 職務遂行に必要な適格性を欠くとき 

 (3) 第 6 条の規定に違反したとき 

 (4) 予算の減少その他委員会の都合により、委嘱の必要がなくなったとき 

 

（その他） 

第 14 条 この規程の実施に関し必要な事項は、生涯学習部長が定める。 



 

  附 則 

 この要綱は、平成 16 年 4 月 1 日から実施する。 

 
附 則 

 この規程は、平成 18 年 6 月 1 日から実施する。 
 
  附 則 

 この規程は、平成 26 年 4 月 1 日から実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



            平成２７年３月１７日 
名古屋市立中学校長 様 

スポーツ振興課長 
生 涯 学 習 課 長 

 
平成２７年度 部活動顧問派遣希望について（照会） 

 
日ごろは、部活動振興のため、格別なご尽力をいただきありがとうございます。 
さて、みだしのことについて、下記のとおり部活動顧問派遣事業を実施しますので、派遣を

希望する場合は、部活動顧問派遣申請書を提出してください。 
 

記 
１ 派遣の趣旨 
  本事業は、次に該当する学校を対象として、学校の部活動指導方針に沿って部活動の指導

をする顧問を派遣し、部活動の充実、活性化を図ることを目的とする。 
 （１）教員顧問の退職や転勤等により活動が継続できない、または創部できない学校 
 （２）教員顧問はいるが、諸事情により、部の運営が非常に困難な学校 
 
２ 派遣人数 
  全市中学校 合計９６名（平成２５・２６年度派遣校を含む） 
  ※１校で複数の顧問を派遣することもできます。 
 
３ 派遣期間及び報酬の額 
（１）派遣期間：月を単位として、一年を通じて必要な期間 
（２）報酬：月額 48,000 円（名古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例による） 
        ※但し、月の勤務時間が 20 時間に満たないときにおける報酬の支給額は、報

酬の月額を 20 で除した額にその月の勤務時間数を乗じて得た額 
４ 提出書類 
  「部活動顧問派遣申請書」（様式１） 
   ※上記様式は、NEDPS に掲載されているものを使用してください 
 
５ 書類提出先 
  スポーツ振興課少年スポーツ係（運動部活動、生産文化部活動 共通） 
 
６ 提出期限（必着厳守） 
 （１）継続校：平成２７年４月 １日（水） 
 （２）新規校：平成２７年４月 ６日（月） 
 
７ 派遣の決定 
  派遣の可否を決定後、速やかに派遣申請校へ通知します。 
 

（スポーツ振興課少年スポーツ係 IP644-064  TEL972-3265 FAX972-4417） 



(様式１・顧問) 

スポーツ振興課少年スポーツ係  行          学校番号                   

平成    年度 部活動 顧問派遣 申請書 
                         平成   年   月   日 

名古屋市教育委員会 様 

                       名古屋市立        学校長 

部活動顧問派遣について次のとおり申請します。 

１ 部活動顧問派遣の希望の有無 希望する  ・ 希望しない   

※２番以降は、顧問派遣を希望する学校のみご記入ください。 

２ 派遣希望種目 運動部・生産文化部  
 

部活動名                      
男子 ・ 女子 ・男女 

３ 派遣年数 新規  ２年目  ３年目  ※２に記入した派遣希望の部活動における年数  

４ 部活動実施期間 平成     年   月 ～ 平成     年    月 

５ 派遣希望期間 平成     年   月 ～ 平成     年   月 

６ 派遣希望の理由 

（   ）廃部（休部）を防ぐための顧問確保 
（   ）創部のための顧問確保  
（   ）その他 ※裏面１１へ具体的に記入 

７ 派遣顧問の候補

者 
 氏名               （   才､職業          ） 

８ 派遣を希望する部の見込部員数と全児童生徒数 ※見込児童生徒数は、平成  年４月１日現在 

学      年 男子（人） 女子（人） 合計（人） 

平成  年度の見込部員数－  年生    

〃     －  年生    

〃     －  年生    

       〃     － 合 計    

 

平成  年度の見込児童生徒数（全学年）    

９ 平成  年度の見込部活動数  ＜部活動顧問の派遣を希望している部も含める＞ 

学    年 運動部（部） 生産・文化部（部） 

男子を対象とした部活動数   

女子を対象とした部活動数   

男女を対象とした部活動数   

合    計   

１０ 顧問派遣が認められなかった場

合 
外部指導者派遣を  希望する ・ 希望しない  

※この申請書は運動部・生産文化部共通です。また、１部活動につき一枚記入して提出してください。     裏面へ 



名古屋市立        

学校  

 

１１ 部活動顧問として、外部からの派遣を希望する理由・経緯等 

   （ ※ 学校の部活動指導体制、部の現状を含む ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２ 次年度に向けて学校で取り組む方策 

（ ※ 地域指導者の確保や教員顧問の育成対策及び支援体制を含む ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（様式２） 

 

平成   年   月   日 

 

（宛先）名古屋市教育委員会 

 

名古屋市立      学校長 

 

 

 

部 活 動 顧 問 委 嘱 依 頼 書 

 

 

１ 部      名                       部      

 

２ 委嘱予定顧問氏名                             

    

３ 部    員    数      男     名 ・  女     名    計      名 

 

４ 委 嘱 予 定 期 間      平成  年  月  日 ～ 平成  年  月 末日 

 
５ 連絡調整担当者                           

 



（様式３） 

通 勤 届 

勤務場所  

所在地  

届け出年月日 年  月  日  
 

通勤方法 

１．徒歩 
 

２．自家用車 

 

３．公共交通機関 

  ①地下鉄 

          ～ 

 ②市バス 

  氏 名  

 

  住 所 

 

  通勤距離                ㎞ 
通勤経路の略図（経路朱色表示） 

 
所 属 長 の 確 認 印 

校 長 教 頭 係 

   

※「通勤経路の略図」欄には、住居から勤務場所までの通勤経路につき、主要な通過地点、

利用交通機関等を記載した略図を記入する。 



（様式４） 

指 導 経 歴 書 
 

 
 ふりがな 
 氏  名 

 
                                                （ 男 ・ 女 ） 
 

 生年月日（ 大 ・ 昭     年  月  日生  年齢        歳）

 
 住  所 

 〒（    －    ） 

 
 職  業 

  
 勤 務 先 

 

 連 絡 先 
 電話番号等 

  自宅電話番号（     ）   － 
  携帯電話番号     －        － 

 該当部活動 
 に関わる資 
 格、実績等 

 

 教員免許     あ  り     取得見込み           な  し 

 
 教育サポーターネットワークへの登録 

 
     有   ・   無 

  

 
 
 
 過 
 去 
 ５ 
 年 
 間 
 の 
 部 
 活 
 動 
 指 
 導 
 経 
 歴 

 指 導 期 間  指導校・指導種目等 

 
 平成  年度 

 

 
 平成  年度 

 

 
 平成  年度 

 

 
 平成  年度 

 

 
 平成  年度 

 

 
 


